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項目件法 sense of coherence スケール日本語版の基準値の算出
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目的 健康保持・ストレス対処力概念である sense of coherence (SOC）に関する研究は近年増加し

ており，介入研究のアウトカム指標として用いられる例も多くなってきている。その一方で

SOC スケール日本語版は標準化が行われていない現状にある。そこで全国代表サンプルデー

タを用いて13項目 7 件法版 SOC スケール日本語版の基準値を得ること，すなわち，性・年齢

別の得点分布，居住地域および都市規模とスケール得点との関係を明らかにすることを本研究

の目的とした。

方法 日本国内に居住する日本人で居住地域，都市規模，年齢，性別による層化 2 段抽出により

2014年 1 月 1 日現在で25歳から74歳の男女4,000人を対象とした。2014年 2 月から 3 月にかけ

て自記式質問紙による郵送留置法を実施し，2,067票を回収した（回収率51.7）。分析対象者

は男性956人，女性1,107人，平均年齢（標準偏差（SD））は50.0（14.3）歳であった。

結果 SOC スケールの平均（SD）得点は59.0（12.2）点であった。性別では，男性59.1（11.8）
点，女性58.9（12.5）点で男女間で有意差はみられなかった（P＝0.784）。年齢階層別の検討

では，一元配置分散分析の結果有意（P＜0.001）となり，多重比較の結果概ね高い年齢階層で

あるほど高い SOC 得点であることが明らかになった。SOC を従属変数，居住地域（11区分），

都市規模（4 区分）およびその交互作用項を独立変数とし年齢を共変量とした共分散分析の結

果，いずれも有意な関連はみられなかった。

結論 本研究を通じて，日本国内に在住する日本人集団を代表する SOC スケール得点を得ること

ができた。また性差，地域差はみられず，年齢による影響がみられていた。本研究成果を基準

値とすることで年齢などの影響を考慮した分析が可能になり，今後，SOC スケールの研究

的・臨床的活用が期待される
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 緒 言

Sense of coherence (SOC）はイスラエルの健康社

会学者 Aron Antonovsky によって提唱されたスト

レス対処・健康保持機能を持つ生活・人生に対する

志向性に関する概念である。Antonovsky は SOC を

以下の 3 つのその人の生活世界全般への志向性の感

覚の程度によって表現されるとしている。すなわ

ち，第一に，内外で生じる環境刺激は，秩序づけら

れ，予測と説明が可能であるという確信，第二に，

その刺激がもたらす要求に対応するための資源はい

つでも得られるという確信，第三に，そうした要求

は挑戦であり，心身を投入し関わるに値するという

確信，の 3 つから成る感覚概念を指す1)。さらにこ

の感覚が強いことは，生活・人生において直面する

ストレッサーに対して柔軟かつ前向きに相対し，様

々な対処資源を動員することで対処の成功を導き，

健康の維持・増進につなげるものとされている2)。

SOC は Antonovsky により29項目 7 件法版，およ

び13項目短縮版が開発され1)，信頼性と妥当性が検

証されている3,4)。日本語版は山崎により翻訳され5)，

13項目 7 件法版については大学生を対象とした研究

で信頼性と因子妥当性，予測的妥当性が6)，5 件法
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表 本研究の分析対象者の属性分布

度数 ()

性別

男性 956 (46.3)
女性 1,107 (53.7)

年齢階層

25～34歳 372 (18.0)
35～44歳 446 (21.6)
45～54歳 369 (17.9)
55～64歳 466 (22.6)
65～74歳 410 (19.9)

居住地域

北海道 111 ( 5.4)
東北1) 156 ( 7.6)
関東2) 639 (30.9)
北陸3) 108 ( 5.2)
東山4) 78 ( 3.8)
東海5) 200 ( 9.7)
近畿6) 290 (14.1)
中国7) 142 ( 6.9)
四国8) 65 ( 3.1)
北九州9) 152 ( 7.4)
南九州10) 122 ( 5.9)

都市規模

大都市 493 (23.9)
人口10万人以上の市 842 (40.8)
人口10万人未満の市 491 (23.8)
町村 237 (11.5)

合 計 2,063 (100.0)

1) 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島の各県
2) 茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川の各

県
3) 新潟，富山，石川，福井の各県
4) 山梨，長野，岐阜の各県
5) 静岡，愛知，三重の各県
6) 滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山の各県
7) 鳥取，島根，岡山，広島，山口の各県
8) 徳島，香川，愛媛，高知の各県
9) 福岡，佐賀，長崎，大分の各県

10) 熊本，宮崎，鹿児島，沖縄の各県
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版については全国サンプル調査データで信頼性と因

子妥当性が検証されている7)。

SOC スケールを用いた研究論文は増加しており，

PubMed によると2014年までに約1,300件がみられ，

2012年以降は年間100件以上の研究論文が掲載され

ている。日本国内でも医学中央雑誌によると2013年
度までに約300件の研究論文が報告されており，過

去 5 年間をみると年間30～50本で推移している。こ

うした中，近年では観察研究のみならず介入プログ

ラムのアウトカム指標として SOC スケールを用い

た報告もみられており8～11)，日本国内で実施された

研究においてもみられてきている12,13)。

その一方で13項目 7 件法版 SOC スケール日本語

版についてわが国における基準値は現段階では定め

られていない。今後介入研究のアウトカム指標とし

て活用する上でも日本国民基準値を得ることは重要

で，尺度の性・年齢・居住地などの影響を考慮した

分析で，全国代表サンプルによる検討が必要であ

る14)。

そこで，本研究では，全国代表サンプルによる調

査データを用いて，13項目 7 件法 SOC スケール日

本語版のわが国における基準値を求めることと，

性・年齢別の得点分布，居住地域および都市規模と

スケール得点との関係を明らかにすることを目的と

する。

 研 究 方 法

. 対象と方法

日本国内に居住する日本人で層化 2 段抽出により

2014年 1 月 1 日現在で25歳から74歳の男女4,000人
を対象とした。第 1 段抽出は地区および都市規模に

より全国200地点を抽出し，第 2 段抽出は住民基本

台帳より性，年齢により層化のうえ系統抽出を行っ

た。2014年 2 月から 3 月にかけて自記式質問紙を郵

送配布訪問回収する郵送留め置き法を実施した。そ

の結果2,067票を回収した（回収率51.7）。以上の

実査は株日本リサーチセンターに委託し実施した。

分析にあたっては SOC スケールの回答が不完全で

あった者を除外したところ，分析対象者は男性956
人，女性1,107人，平均年齢（SD）は50.0（14.3）
歳であった。分析対象者の属性別分布を表 1 に示し

た。

なお，個人情報保護について調査実施時に調査員

説明会を開催し，対象者の情報の取扱いについて注

意喚起し，調査者リストは実査終了後に調査会社側

が責任を持って回収の上処分した。本研究は放送大

学研究倫理委員会の承認を得て実施した（承認日

2013年11月20日，承認番号14）。

. 調査項目

1) 13項目 7 件法版 SOC スケール（以下 SOC
スケール）

山崎による日本語翻訳版1)を用いた。「あなたは，

自分の周りで起こっていることがどうでもいい，と

いう気持ちになることはありますか」，「あなたは当

てにしていた人にがっかりさせられたことがありま

すか」など13項目から成り，回答はそれぞれ 7 ポイ

ント（1～7 の得点幅）の semantic diŠerential 法に

よる測定となっている。得点化にあたっては，回答

を単純に合計し，13点から91点の得点範囲となる。
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表 年齢階層および性別の SOC 得点分布

全 体 男 性 女 性

n 平均値 (SD) 多重比較 n 平均値 (SD) 多重比較 n 平均値 (SD) 多重比較

25～34歳 372 54.7 (11.7) 162 55.6 (10.9) 210 54.0 (12.2)
35～44歳 446 56.7 (11.6) 208 56.7 (11.3) 238 56.7 (11.9)
45～54歳 369 57.2 (11.3) 166 57.1 (11.0) 203 57.3 (11.5)
55～64歳 466 61.7 (11.8) 225 61.6 (11.8) 241 61.9 (11.9)
65～74歳 410 63.9 (12.2) 195 63.3 (12.1) 215 64.4 (12.3)
合 計 2,063 59.0 (12.2) 956 59.1 (11.8) 1,107 58.9 (12.5)

注 1 多重比較調整は Tukey 法による

注 2 破線の平均値間には有意差はみられない（P.05)
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13項目 7 件法版の信頼性および妥当性は検討されて

いる。今回の調査における Cronbach の a 係数は

0.84であった。

なお，先述のように SOC は 3 つの下位概念より

成り立っており，SOC スケールにおいては作成に

当たってそれぞれの下位概念に相当する項目が分類

されていた。その一方で作成者の Antonovsky 自身

は下位概念相当項目を抜き出して，尺度として使用

することについては否定的な見解を述べている1)た

め，下位尺度としての使用についてはその是非も含

めて稿を改めて議論するとし，本稿では SOC 総得

点を扱うこととした。

2) 属性関係項目

第 1 段抽出に用いた居住地域，居住地の都市規

模，第 2 段抽出に用いた性別，年齢階層の 4 つを扱

った。

居住地域については，北海道地区，東北地区（青

森，岩手，宮城，秋田，山形，福島），関東地区

（茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川），

北陸地区（新潟，富山，石川，福井），東山地区

（山梨，長野，岐阜），東海地区（静岡，愛知，三

重），近畿地区（滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，

和歌山），中国地区（鳥取，島根，岡山，広島，山

口），四国地区（徳島，香川，愛媛，高知），北九州

地区（福岡，佐賀，長崎，大分），南九州地区（熊

本，宮崎，鹿児島，沖縄）の11区分とした。

都市規模については，大都市（東京都区部およ

び，地方自治法に基づく政令指定都市），人口10万
人以上の上記大都市以外の市，人口10万人未満の

市，町村の 4 区分とした

年齢階層については，25～34歳，35～44歳，45～

54歳，55～64歳，65～74歳の 5 区分とした。

. 分析方法

まず全体平均および性別，年齢階層別平均値を算

出し，対応のない t 検定および一元配置分散分析に

より平均値の差の検討を行った。

次に居住地域，都市規模を独立変数とし，年齢を

共変量とした共分散分析を行い，居住地，都市規模

の主効果および居住地×都市規模の交互作用効果の

検討を行った。同時に共変量調整によるカテゴリ別

の推定周辺平均値を求めた。

分析は IBM SPSS Statistics ver.19.0を用い，統計

学的有意水準を 5とした。

 結 果

. SOC スケール得点の記述統計および性・年

齢階層別分布（表 2）

SOC スケールの平均（SD）得点は59.0（12.2）
点であった。

性別では，男性59.1（11.8）点，女性58.9（12.5）
点で男女間で有意差はみられなかった（P＝0.784）。
年齢階層間について一元配置分散分析を行ったと

ころ SOC 得点に有意な違いがみられた（ P＜

0.001）。各年齢階層間での多重比較の結果，25～34
歳と35～44歳，35～44歳と45～54歳，55～64歳と65
～74歳のそれぞれの間では有意差はみられなかった

が，それ以外のカテゴリ間では有意な差がみられた。

男女別に年齢階層間差を検討したところ，両性と

もに全体における関係とほぼ同様の結果であった。

. 居住地域・都市規模との関連性の検討

SOC スケール得点を従属変数，居住地域と都市

規模を独立変数，年齢を共変量とした共分散分析の

結果，居住地域および都市規模の主効果は有意では

なかった（各々 P＝0.904，P＝0.627）。交互作用効

果も有意ではなかった（P＝0.656）。各カテゴリ別

の共変量調整済み推定周辺平均値を表 3 に示した。

各平均値間の多重比較でも有意差はみられなかった。

 考 察

本研究を通じて，日本国内に在住する日本人集団
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表 居住地域・都市規模別 SOC 得点年齢調整平均

調整平均1) (SE)

居住地域

北海道 59.78 (1.14)
東北3) 58.77 (0.98)
関東4) 58.33 (0.61)
北陸5) 57.94 (1.35)
東山6) 56.81 (1.49)
東海7) 58.10 (1.06)
近畿8) 59.12 (0.82)
中国9) 59.16 (1.21)
四国10) 59.12 (1.56)
北九州11) 59.53 (1.00)
南九州12) 59.05 (1.30)

都市規模

大都市 58.75 (0.77)
人口10万人以上の市 59.27 (0.52)
人口10万人未満の市 58.27 (0.58)
町村 58.66 (0.85)

1) 年齢を共変量（平均＝50.02）とした共分散分析に

よる推定周辺平均値
2) 多重比較の結果いずれのカテゴリ間の平均値にも有

意差はみられなかった
3) 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島の各県
4) 茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川の各

県
5) 新潟，富山，石川，福井の各県
6) 山梨，長野，岐阜の各県
7) 静岡，愛知，三重の各県
8) 滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山の各県
9) 鳥取，島根，岡山，広島，山口の各県

10) 徳島，香川，愛媛，高知の各県
11) 福岡，佐賀，長崎，大分の各県
12) 熊本，宮崎，鹿児島，沖縄の各県
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における基準としての SOC スケール得点を得るこ

とができた。本研究成果を基準値とすることで性・

年齢・居住地を考慮した分析が可能になり，今後，

SOC スケールの研究的・臨床的活用が期待された。

SOC スケール得点に性差がみられなかった。13
項目 5 件法版を用いた先行研究7)をはじめ，29項目

版を用いた他の研究においても15～17)性差が出てい

ない。今回の結果も同様であり，SOC スケール得

点については性差の考慮は必須でないと考えられた。

その一方で年齢階層が高いほど低い階層よりも

SOC スケール得点が概ね高いことが明らかになっ

た。年齢と SOC スケール得点との関係を明確に検

討した先行研究例はほぼみられていない。山崎によ

ると，SOC 自体は生涯を通じて発達しうるとされ

ていた。Antonovsky によると成人期初期までの間

に形成され固定化することが述べられているが，山

崎は「青年期までの形成期にある SOC は成人期以

降の SOC に比して未熟で可塑性が高く，環境の影

響を受けやすい」特徴があり，生活世界に対する信

頼の感覚の充填が進みストレス対処の基礎力が培わ

れているとしていた5)。これに対して成人期以降の

SOC は，「あたかも『年の功』や『百戦錬磨』の言

葉に含まれるような，ストレス対処能力としての

SOC の応用力や実践力が鍛えられ成熟していく」

とされていた5)。すなわち年齢階層が高いほど高い

SOC スケール得点であった本研究の結果は理論的

に妥当とみなせると考えられた。

居住地域および都市規模と SOC スケール得点と

の関係はみられず，また，その交互作用効果もみら

れなかった。つまり日本国内の，少なくとも本研究

で設定したレベルの居住地域や都市規模区分では

SOC スケールスコアの平均には差異がなく均等に

広がっている可能性が高いことが窺われた。他方で

今回の研究は全国代表サンプルによる基準値を求め

ることが主眼となっており，より細部に区切った地

域差を検討することまでは主眼としていなかった。

少なくとも都道府県別でみると健康状態はもとより

SOC の形成につながるとされる地域文化に根差し

た心理社会的ストレス対処資源の分布は大きく異な

っていた。Tsuno らの検討では都市部のほうが農村

部より29項目版 SOC 得点が高く，また SOC に関

連する要因も異なるという報告もみられていた16)。

こうした比較的小規模の地域単位で資源および

SOC について比較検討を行っていくことは引き続

きの研究課題と考えられた。

本研究により日本国在住成人を代表するサンプル

における SOC スケールの基準値を得ること，また

性，居住地域，都市規模別では大きく SOC スケー

ル得点が異ならないということ，年齢が上昇するほ

ど SOC スケール得点が高いという関係性が明らか

になった。他方で以下諸点の限界と課題が挙げられ

よう。

第 1 は，対象者が25～74歳に限定されていた点で

ある。25歳未満，75歳以上についてはさらなる調査

の上検討する必要があろう。第 2 に調査方法として

留置き法を用いた点である。これによって単身世帯

からの回収が低くなっている可能性があるため，今

後は郵送調査や web 調査等他の調査方法で実施

し，結果の再現性の検討が必要であろう。第 3 に年

齢階層別の検討は横断デザインに基づく検討であっ

てコホート効果について検討されていない点であ

る。今後は追跡調査を行うことで年齢効果とコホー

ト効果について明らかにしていくことが必要であろ

う。
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Nationally representative score of the Japanese language version of the
13-item 7-point sense of coherence scale

Taisuke TOGARI, Yoshihiko YAMAZAKI2, Kazuhiro NAKAYAMA3,
Yukari YOKOYAMA2, Yuki YONEKURA4and Tomoko TAKEUCHI5

Key wordssalutogenesis, sense of coherence, scale standardization, national representative sample, scale
development

Objectives The amount of research relating to evaluation of intervention programs with regard to sense of
coherence, a concept of salutogenic stressor coping capacity, is increasing in Japan. However, a na-
tionally representative score of the Japanese version of the sense of coherence scale has not yet been
reported. The aim of this study was to describe the 13-item, 7-point Japanese sense of coherence
scale (SOC-13), with scoring by sex and age group, and to examine the relationships between the
score and locality and city size.

Methods Four thousand Japanese men and women were selected by stratiˆed random sampling, and a
cross-sectional, self-administered questionnaire survey was conducted using the placement method.
Responses were obtained from 2,067 individuals (response rate: 51.7). This study analyzed 956
men and 1,107 women (mean age [standard deviation]: 50.0 [14.3]).

Results The mean score on the SOC-13 was 59.0 (12.2) in all participants, 59.1 (11.8) in men, and 58.9
(12.5) in women. No signiˆcant diŠerence was found between men and women (P＝0.784). ANO-
VA and multiple comparison for age diŠerence showed a clear relationship (P＜0.05) between
higher age and a higher SOC-13 score. Moreover, the results of main and interaction eŠects in AN-
COVA, with independent variables for locality (11 segments) and city size (four segments), were
not signiˆcant when controlled for age.

Conclusion A nationally representative score for the Japanese SOC-13 was acquired. In future research,
application of the SOC-13 in Japan for clinical studies is anticipated based on the nationally
representative score.
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